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(57)【要約】
【課題】並列接続された電池セルを安価に保護する構成
を実現する。
【解決手段】複数の電池セル１と、前記複数の電池セル
１を収納する電池ホルダ２と、前記電池ホルダに装着さ
れて、前記複数の電池セル１を並列に接続するための複
数のリード板５と、を備える電池パックであって、前記
電池ホルダは、第一電池ホルダ２Ａと第二電池ホルダ２
Ｂに分割されてなり、前記第一電池ホルダ２Ａに装着さ
れたリード板５と、前記第二電池ホルダ２Ｂに装着され
たリード板５との内、同電位のリード板５同士を、保護
抵抗５６を介して接続する。これにより、リード板５を
介して並列接続された電池セル１に内部短絡が生じるな
どして電流が集中する事態が生じても、保護抵抗５６を
介して電流値を抑えることができるため、電池セル１の
保護を図ることができる。
【選択図】図４
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の電池セル(1)と、
　前記複数の電池セル(1)を収納する電池ホルダ(2)と、
　前記電池ホルダに装着されて、前記複数の電池セル(1)を並列に接続するための複数の
リード板(5)と、
を備える電池パックであって、
　前記電池ホルダは、第一電池ホルダ(2A)と第二電池ホルダ(2B)に分割されてなり、
　前記第一電池ホルダ(2A)に装着されたリード板(5)と、前記第二電池ホルダ(2B)に装着
されたリード板(5)との内、同電位のリード板(5)同士が、保護抵抗(56)を介して接続され
てなることを特徴とする電池パック。
【請求項２】
　請求項１に記載の電池パックであって、さらに、
　前記第一電池ホルダ(2A)と第二電池ホルダ(2B)とを電気的に接続する連結基板(55)を備
えており、
　前記保護抵抗(56)が、前記連結基板(55)上に実装されてなることを特徴とする電池パッ
ク。
【請求項３】
　請求項１又は２に記載の電池パックであって、
　前記保護抵抗(56)が、並列接続された電池セル(1)の内、隣接する並列電池ブロックに
対して一本おきに設けられてなることを特徴とする電池パック。
【請求項４】
　請求項１から３のいずれか一に記載の電池パックであって、さらに、
　前記第一電池ホルダ(2A)と第二電池ホルダ(2B)に収納される前記電池セル(1)の電圧を
監視するための保護回路を実装した回路基板(6)を備えてなることを特徴とする電池パッ
ク。
【請求項５】
　請求項１から４のいずれか一に記載の電池パックであって、さらに、
　前記保護抵抗(56)が、前記電池セル(1)の内部抵抗とほぼ等しいことを特徴とする電池
パック。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、複数の充電可能な二次電池を収納した電池パックに関し、例えば電動スクー
タやアシスト自転車用の電源等に利用可能な電源パックに関する。
【背景技術】
【０００２】
　多数の二次電池を直列及び／又は並列に接続した電池パックが、電動スクータやアシス
ト自転車の動力源、あるいは電気自動車の電源装置などに利用されている。電池パックは
、二次電池を樹脂製の電池ホルダに収納し、さらに電池ホルダを絶縁性の外ケースに収納
している。
【０００３】
　このような電池パックは、直列接続される電池セル数を多くすることで出力電圧を高く
し、また並列接続される電池セル数を多くすることで、電池容量を高めることができる。
特に近年の高出力化の要求に鑑み、電池パックは電池セルの使用数が増える傾向にある。
【０００４】
　一方で、電池パックを構成する電池セルの異常を監視するため、電池セルの電圧を測定
することが行われている。このような構成において、一般には電池セル同士を接続するリ
ード板の電位を測定することで、中間電位からセル電圧を検出している。
【０００５】
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　ここで、リード板に多数の電池セルを直列及び並列に接続する構成においては、電池パ
ックの組立時における電気配線作業も複雑になる。多数の電池セルを直接電気接続するこ
とから、組立時に誤って短絡させることも考えられる。特に並列接続された電池セルのい
ずれか一が短絡すると、抵抗の低い電池セルに電流が集中し、他の電池セルからの電流が
流れ込むこととなる。また電池セル同士が並列接続されていると、並列数が多いほど内部
抵抗の合成抵抗も低くなる。このため、一の電池セルに大電流が流れ込んで発熱する可能
性があった。これに対してバスバー等を用いて安全に配線することも考えられるが、配線
作業が増える上、コストも上昇するという欠点があった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００７－７１６３２号公報
【特許文献２】特開２００４－３１０１４号公報
【特許文献３】特開２０１０－２１１９２６号公報
【特許文献４】特開２０１０－２６７４０５号公報
【特許文献５】特開平４－１２６３７８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は、このような従来の問題点に鑑みてなされたものである。本発明の主な目的は
、並列接続された電池セルを安価に保護する構成を実現した電池パックを提供することに
ある。
【課題を解決するための手段及び発明の効果】
【０００８】
　上記の目的を達成するため、本発明の第１の側面に係る電池パックは、複数の電池セル
１と、前記複数の電池セル１を収納する電池ホルダ２と、前記電池ホルダに装着されて、
前記複数の電池セル１を並列に接続するための複数のリード板５と、を備える電池パック
であって、前記電池ホルダは、第一電池ホルダ２Ａと第二電池ホルダ２Ｂに分割されてな
り、前記第一電池ホルダ２Ａに装着されたリード板５と、前記第二電池ホルダ２Ｂに装着
されたリード板５との内、同電位のリード板５同士を、保護抵抗５６を介して接続するこ
とができる。これにより、リード板を介して並列接続された電池セルに内部短絡が生じる
などして電流が集中する事態が生じても、保護抵抗を介して電流値を抑えることができる
ため、電池セルの保護を図ることができる。また保護抵抗は、電池パックの出力線でなく
、電圧検出線に設けることで、通常の高電圧出力に際して損失を発生させることもない。
【０００９】
　また第２の側面に係る電池パックは、さらに前記第一電池ホルダ２Ａと第二電池ホルダ
２Ｂとを電気的に接続する連結基板５５を備えており、前記保護抵抗５６が、前記連結基
板５５上に実装することができる。これにより、電池ホルダを分割して連結基板で連結す
る構成において、連結基板に保護抵抗を設けることで、並列接続された電池セルの保護を
図ることが可能となる。
【００１０】
　さらに第３の側面に係る電池パックは、前記保護抵抗５６が、並列接続された電池セル
１の内、隣接する並列電池ブロックに対して一本おきに設けることができる。これにより
、各電池セル毎に保護抵抗を設けることなく、保護抵抗の数を低減しつつパック電池の保
護を図ることができる。
【００１１】
　さらにまた第４の側面に係る電池パックは、さらに前記第一電池ホルダ２Ａと第二電池
ホルダ２Ｂに収納される前記電池セル１の電圧を監視するための保護回路を実装した回路
基板６を備えることができる。これにより、一の回路基板で２つの電池ホルダの電池セル
の電圧を纏めて監視でき、回路の部品点数や基板数を削減して、装置の小型化やコスト削
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減に寄与できる。
【００１２】
　さらにまた第５の側面に係る電池パックは、さらに前記保護抵抗５６を、前記電池セル
１の内部抵抗とほぼ等しくすることができる。これにより、電池セルが並列接続されるこ
とによって内部抵抗の合成抵抗が低下する分を、並列接続された電池セル群と直列接続さ
れた保護抵抗によって補償できるため、ほぼ通常の電池セルに通電されるのと同様の発熱
に抑えることができ、通常の放熱設計によって対応できる利点が得られる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】実施例１に係る電池パックの分解斜視図である。
【図２】図１の電池集合体を示す斜視図である。
【図３】図２の電池集合体の分解斜視図である。
【図４】図３の電池集合体を背面斜め下方から見た分解斜視図である。
【図５】電池ホルダ同士を連結基板で連結した状態を示す斜視図である。
【図６】同電位の並列電池ブロック同士の間に保護抵抗を設けた電池パックの回路図であ
る。
【図７】連結基板に第一電池ホルダ及び第二電池ホルダにそれぞれ連結する状態を示す模
式断面図である。
【図８】図７の連結基板に第一電池ホルダ及び第二電池ホルダを連結した状態を示す模式
断面図である。
【図９】変形例に係る電池パックを示す回路図である。
【図１０】図５において分割ケースと連結基板との接合部分を示す拡大断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　以下、本発明の実施の形態を図面に基づいて説明する。ただし、以下に示す実施の形態
は、本発明の技術思想を具体化するための電池パックを例示するものであって、本発明は
電池パックを以下のものに特定しない。なお、特許請求の範囲に示される部材を、実施の
形態の部材に特定するものでは決してない。特に実施の形態に記載されている構成部材の
寸法、材質、形状、その相対的配置等は特に特定的な記載がない限りは、本発明の範囲を
それのみに限定する趣旨ではなく、単なる説明例にすぎない。なお、各図面が示す部材の
大きさや位置関係等は、説明を明確にするため誇張していることがある。さらに以下の説
明において、同一の名称、符号については同一もしくは同質の部材を示しており、詳細説
明を適宜省略する。さらに、本発明を構成する各要素は、複数の要素を同一の部材で構成
して一の部材で複数の要素を兼用する態様としてもよいし、逆に一の部材の機能を複数の
部材で分担して実現することもできる。また、一部の実施例、実施形態において説明され
た内容は、他の実施例、実施形態等に利用可能なものもある。
（実施例１）
【００１５】
　図１に、本発明の実施例１に係る電池パック１００の分解斜視図を示す。この図に示す
電池パック１００は、電動バイクに装着されて、駆動用の電源を供給する。このため電動
バイクに電力を供給するための出力コネクタが設けられている。出力コネクタは、電池パ
ック１００に内蔵される二次電池を直列及び／又は並列に接続した高電圧ラインである出
力端子を含んでいる。また、電池パック１００と電動バイクと間で制御信号をやりとりす
るための信号端子も出力端子と別に設けられている。さらに出力コネクタに、内蔵される
電池セル１を外部から充電するための充電端子を備えることもできる。充電端子は、出力
端子と兼用してもよい。出力コネクタは、これら出力端子及び／又は充電端子、信号端子
を纏めている。ただ、一の出力コネクタにこれらの端子を纏める必要なく、別個のコネク
タに各端子を設けることもできる。
【００１６】
　この電池パック１００は、電動用バイクの定位置にセットされて、出力コネクタを電動
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バイクに設けられたレセプタクルと接続する。なお、ここでは電池パックを電動用バイク
の電源装置として利用する例を説明するが、本発明は電池パックを電動バイク用電源装置
に限定せず、他の電源装置としても利用できることはいうまでもない。
【００１７】
　図１に示す電池パック１００は、複数の充電可能な電池セル１と、複数の電池セル１を
各々収納可能な電池収納空間３４を個別に区画した電池ホルダ２とを備えている。図の電
池パック１００は、複数の電池セル１を電池ホルダ２の定位置に配置して直列と並列とに
接続している電池集合体を外ケース４に収納している。
【００１８】
　電池パック１００は、外形を構成する外ケース４の全体形状をほぼ箱形としている。電
池ホルダは、第一電池ホルダ２Ａと第二電池ホルダ２Ｂに分割されている。各電池ホルダ
は、外ケースを上ケースと下ケースに二分割した内部空間に収納される。また上ケースと
下ケースとの接合面には、パッキン等の弾性変形するシール材を介在させて、この接合界
面での防水を図ることができる。
（電池集合体）
【００１９】
　これら第一電池ホルダ２Ａと第二電池ホルダ２Ｂとは、第一電池ホルダ２Ａに設けたコ
ネクタ部分等を除いて、外形をほぼ等しい矩形状としている。ここで第二電池ホルダ２Ｂ
で構成された電池集合体の斜視図を図２に、その分解斜視図を図３及び図４の分解斜視図
に、それぞれ示す。これらの図に示すように電池集合体は、複数の充電できる電池セル１
と、これらの電池セル１を多段多列に配列して保持するプラスチック製の第二電池ホルダ
２Ｂと、第二電池ホルダ２Ｂで定位置に保持される各々の電池セル１の端面電極１Ａに溶
接されて、隣接する電池セル１を接続している複数のリード板５と、第二電池ホルダ２Ｂ
の一面に設けられた回路基板６とを備えている。
【００２０】
　第一電池ホルダ２Ａと第二電池ホルダ２Ｂはそれぞれ、図３及び図４の分解斜視図に示
すように、縦方向に７段に電池セル１を並べて、これを横方向に１４列配置している。す
なわち、９８個の電池セル１を、７段１４列にマトリクス状に並べて配置している。ただ
、本発明の電池パックは、電池セルの個数や配列をこの状態に特定しない。さらに、多段
多列に配列される複数の電池セルは、直列と並列に接続して電池集合体を構成する。図３
及び図４に示す電池集合体は、同列に配置される７個の電池セルを並列に接続すると共に
、互いに隣接する列に配列される７個ずつの電池セル同士を直列に接続して、１４列の電
池セル同士を直列に接続している。すなわち、図の電池集合体は、９８個の電池セルを７
並１４直に接続している。この構造は、複数の電池セルを並列に接続することで電池パッ
クの出力電流を大きくでき、また、互いに並列に接続された電池セルを直列に接続するこ
とで電池パックの出力電圧を高くできる。ただ、本発明の電池パックは、互いに並列に接
続する電池セルの個数と、互いに直列に接続する電池セルの個数を以上に特定しない。
（電池セル１）
【００２１】
　電池セル１は、充電可能な二次電池である。図の電池パックは、電池セル１を円筒形の
電池セルとしている。本実施例においては、電池セル１として円筒形のリチウムイオン二
次電池を使用する。リチウムイオン二次電池は、大容量、大出力のバッテリシステムに適
している。それは、リチウムイオン二次電池が容積や重量に対する容量を大きくできるか
らである。ただ本発明の電池パックは、電池をリチウムイオン二次電池には特定せず、リ
チウムポリマー電池やニッケル水素電池、ニッケルカドミウム電池等の充電可能な他の二
次電池も利用できる。さらに、外形も円筒形に限らず角形電池とすることもできる。
（電池ホルダ２）
【００２２】
　電池ホルダ２は、第一電池ホルダ２Ａと第二電池ホルダ２Ｂに二分割されている。これ
ら第一電池ホルダ２Ａ及び第二電池ホルダ２Ｂは、複数の円筒形の電池セル１を互いに平
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行な姿勢で多段多列に並べて保持している。各電池ホルダ２は、図３及び図４の斜視図に
示すように、電池セル１を収納可能な円筒状の電池収納空間３４を多段多列に設けており
、各々の電池収納空間３４に電池セル１を挿入して定位置に配置している。電池ホルダ２
は、電池セル１を収納する電池収納空間３４を電池セル１の軸方向に開口して設けている
。図の電池ホルダ２は、円柱状の電池収納空間３４を有する形状に成形している。この電
池収納空間３４は、円筒形である電池セル１を挿入できる内形に成形している。図の第二
電池ホルダ２Ｂは、９８個の電池セル１を所定の配列で収納できるように、９８個の電池
収納空間３４を７段１４列のマトリックス状に設けている。さらに、第二電池ホルダ２Ｂ
は、その両面において、電池収納空間３４の両端を開口している。
【００２３】
　第二電池ホルダ２Ｂは、円筒形の電池セル１の長手方向（図３、図４において上下方向
）の中間において、第一サブホルダ２ａと第二サブホルダ２ｂとに２分割している。第一
サブホルダ２ａと第二サブホルダ２ｂは、電池収納空間３４の両端を開口して、円筒形の
電池セル１を挿入できる形状に成形している。第二電池ホルダ２Ｂは、プラスチックなど
の絶縁部材で成形される。電池収納空間３４を設けた形状にプラスチックを成形している
第二電池ホルダ２Ｂは、電池セル１を区画して配列することで、複数の電池セル１を正確
に位置決めしながら配列できる。
【００２４】
　第一サブホルダ２ａと第二サブホルダ２ｂは、互いの電池収納空間３４に電池セル１の
両端部を挿入する状態で互いに連結されて、各々の電池収納空間３４に電池セル１を収納
する。第一サブホルダ２ａと第二サブホルダ２ｂは、止ネジを介して互いに連結される。
図の第一サブホルダ２ａは、止ネジを挿入するネジ孔（図示せず）を開口しており、第二
サブホルダ２ｂは、この止ネジをねじ込む連結ボスを対向面に設けている。
（突出阻止部３２）
【００２５】
　さらに、第二電池ホルダ２Ｂは、電池収納空間３４に挿入される電池セル１の端面電極
１Ａが、外側端面から外側に突出するのを阻止する突出阻止部３２を外側端面に一体的に
成形して設けている。この突出阻止部３２は、電池収納空間３４に挿入される電池セル１
の端面電極１Ａを外側端面から表出させるが、端面電極１Ａが開口端から突出しないよう
に、電池収納空間３４の開口端縁から内側に突出して、電池収納空間３４の開口部に部分
的に覆うようにせり出した状態で設けている。
【００２６】
　図２の第二電池ホルダ２Ｂは、電池収納空間３４をマトリックス状に配置すると共に、
複数の電池収納空間３４同士の連結部分に、電池収納空間３４の開口部に部分的に重なる
ように突出阻止部３２を直線状に設けている。この第二電池ホルダ２Ｂは、電池収納空間
３４に挿通される電池セル１の端面電極１Ａに突出阻止部３２が当接して電池セル１の端
面電極１Ａが外側端面から突出するのを阻止する。また突出阻止部３２は、リード板５を
定位置に案内するためのガイドとしても機能する。
【００２７】
　第二電池ホルダ２Ｂは、第一サブホルダ２ａと第二サブホルダ２ｂを連結する状態で、
電池セル１の端面電極１Ａを電池収納空間３４の外側開口部から外部に露出させる。外部
に露出する端面電極１Ａにリード板５がスポット溶接やレーザ溶接などの方法で溶接され
る。図３、図４の第二電池ホルダ２Ｂは、電池収納空間３４の両端を開口している両面に
、複数のリード板５を互いに離して定位置に配置するガイドとしても、突出阻止部３２を
利用している。リード板５は、突出阻止部３２に案内されて、電池セル１の端面電極１Ａ
に接続される。したがって突出阻止部３２は、端面電極１Ａに接続されるリード板５を配
置する位置に設けている。
（リード板５）
【００２８】
　リード板５は、図３、図４に示すように、第二電池ホルダ２Ｂの突出阻止部３２に案内
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されて、電池セル１の端面電極１Ａにスポット溶接やレーザ溶接して接続されて、隣接す
る電池セル１を直列と並列に接続する。リード板５は、同じ列の電池セル１を並列に接続
して、隣接する列の電池セル１を直列に接続する。リード板５は、多列に接続される電池
セル１の両端に位置して配置されて、１列７本の電池セル１を並列に接続する１列幅の第
１リード板５Ａと、各列７本の電池セル１を並列に接続し、かつ隣接する列の７本の電池
セル１を直列に接続するために、１４本の電池セル１の端面電極１Ａを接続する２列幅の
第２リード板５Ｂとを備えている。
【００２９】
　図３、図４の電池集合体は、第二サブホルダ２ｂの外側面（図３において下面側）に、
２列の電池セル１を接続する７枚の第２リード板５Ｂを互いに平行に配列している。７枚
の第２リード板５Ｂは、各々が７段の電池セル１を並列に接続して、隣接する２列の電池
セル１を直列に接続している。また、第一サブホルダ２ａの外側面（図３において上面側
）には、２列の電池セル１を接続する６枚の第２リード板５Ｂを中間に配置して、出力側
となる両端には、１列の電池セル１を接続する２枚の第１リード板５Ａを配置している。
中間に配置している６枚の第２リード板５Ｂは、各々が７段の電池セル１を並列に接続し
て、隣接する２列の電池セル１を直列に接続している。両端に配置している２枚の第１リ
ード板５Ａは、７段の電池セル１を並列に接続している。以上の電池集合体は、７段の電
池セル１を並列に接続しながら、１４列の電池セル１をジグザグ状に直列接続して、両端
部に接続される第１リード板５Ａを出力として出力端子（図示せず）に接続している。
【００３０】
　リード板５は、電気抵抗が小さく熱伝導に優れた金属板、例えばニッケル板、鉄や鉄合
金あるいは銅や銅合金等の表面をニッケル等のメッキをしている金属板が使用される。リ
ード板５は、溶接に最適な厚さの金属板、例えば０．１ｍｍ～０．３ｍｍの金属板が使用
される。スポット溶接やレーザ溶接されるリード板は、厚すぎても薄すぎて理想的な状態
で電池セルの端面電極に溶接できない。このため、リード板は、流れる電流や用途を考慮
して最適な厚さに設定される。
【００３１】
　さらに、リード板５は、その一端に、回路基板６に接続するための接続片５ａを設けて
いる。このリード板５は、図３、図４に示すように、接続片５ａの先端部をさらに折曲し
ており、この先端部を回路基板６に直接に電気接続している。回路基板６は、接続片５ａ
の先端部を挿入するためのスリット６ａを開口しており、このスリット６ａに接続片５ａ
の先端部を挿入すると共に、接続片５ａをハンダ付けして回路基板６に接続している。回
路基板６は、リード板５からの電圧、電流を、接続片５ａを介して入力して、電池集合体
の中間電位を検出している。
（回路基板６）
【００３２】
　回路基板６は、電池セル１の温度や電圧等を検出することで、電池セル１を保護する保
護回路を実装している。この回路基板６は、第二電池ホルダ２Ｂの端面に固定されて、複
数の電池セル１に接続されるリード板５の接続片５ａが接続される。リード板５の接続片
５ａは、回路基板６に実装された電圧検出回路に接続される。これにより、電池集合体の
中間電位を回路基板６側で検出することができる。回路基板６は、各列の電池セル１の充
放電電流を制御する充放電回路や保護回路等、電池パックの駆動に必要な回路及びその構
成部品、素子等を実装する基板であり、ガラスエポキシ基板等が利用できる。
【００３３】
　さらに、電池セルを加熱する発熱体を、電池セルの表面に接触させて設けることもでき
る。この場合、回路基板には、発熱体の通電をＯＮ／ＯＦＦする制御回路を備える。制御
回路は、温度を検出して発熱体の通電をＯＮ／ＯＦＦする。制御回路は、電池温度または
外気温度を検出する温度センサを備えている。この温度センサは、例えばサーミスタであ
る。サーミスタは、周囲の温度を抵抗値の変化として検出して、制御回路に入力する。こ
の電池パックは、電池セルの温度を検出する温度センサを電池セルに接近して設けている
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。
【００３４】
　なお、回路基板は各電池ホルダに設ける構成の他、いずれか一方の電池ホルダにのみ設
けて、他方の電池ホルダにおいては回路基板を省略し、一の回路基板で２つの電池ホルダ
の監視を共用することもできる。
【００３５】
　第一電池ホルダ２Ａと第二電池ホルダ２Ｂとは、出力線を出力ケーブルで接続している
。そして電池パック全体を出力を、第一電池ホルダ２Ａに設けた出力コネクタの出力端子
に接続している。このように、多数の電池セルを直列及び並列に接続した電池ホルダ２を
並列接続して容量を倍増させている。
（連結基板５５）
【００３６】
　その一方で、電池セル１の状態を監視するための状態検出線を、第一電池ホルダ２Ａ及
び第二電池ホルダ２Ｂの間で接続している。これによって、上述の通り一方の電池ホルダ
２に設けられた回路基板６に実装された保護回路で、２つの電池ホルダ２の電池セル１の
状態を監視できる。このため電池パックは、第一電池ホルダ２Ａと第二電池ホルダ２Ｂと
を連結するための連結基板５５を備えている。第一電池ホルダ２Ａと、第二電池ホルダ２
Ｂとを連結基板５５で連結した状態を、図５の斜視図に示す。この連結基板５５は、電気
的に並列接続される電池ホルダ同士を電気的に接続している。具体的には、図６の回路図
に示すように、第一電池ホルダ２Ａ及び第二電池ホルダ２Ｂ間で、互いの同電位の並列電
池ブロック同士を、連結基板５５を介して電気接続している。ここでは、第一電池ホルダ
２Ａ及び第二電池ホルダ２Ｂの各リード板５から、延長タブ５ｂを設け、対応するリード
板５の延長タブ５ｂ同士を、連結基板５５を介して電気的に接続している。このようにリ
ード板を直接、連結基板に接続することで、別途リード線などを用いて配線する手間を省
き、また断線等の虞を排除して、安価に信頼性に優れた配線を実現できる。また一枚の連
結基板でもって２つの電池ホルダの電池セルを監視することで、各電池ホルダごとに回路
基板を設ける手間を省き、回路基板を共通化してコスト及びスペースを削減できる利点も
得られる。
【００３７】
　このような連結基板５５による電池ホルダ２の接続の状態を、図６～図８に示す。これ
らの図において、図７は連結基板５５に第一電池ホルダ２Ａ及び第二電池ホルダ２Ｂにそ
れぞれ連結する状態を示す模式断面図を、図８は図７の連結基板５５に第一電池ホルダ２
Ａ及び第二電池ホルダ２Ｂを連結した状態を示す模式断面図を、それぞれ示している。こ
れらの図に示すように、第一電池ホルダ２Ａ及び第二電池ホルダ２Ｂは、連結基板５５を
介して電気的に接続されている。また回路基板６に実装された保護回路は、リード板５毎
のセル電圧を監視している。これによって、第一電池ホルダ２Ａに収納される電池セル１
を含めた、セル電圧の監視が一の保護回路によって行える。この結果、第一電池ホルダ２
Ａにおいては保護回路を省略できる。その一方で、第一電池ホルダ２Ａには上述の通り出
力コネクタを設けているため、第一電池ホルダ２Ａには保護回路に代えて、出力コネクタ
を配置するための必要な部材を実装できる。このように、２つの分割ホルダにおいて、必
要な回路等をそれぞれに分散して効率よく配置でき、スペース及びコストの削減を図るこ
とができる。
（保護抵抗５６）
【００３８】
　上記の例では、図６に示すように電池ホルダ２同士を連結基板５５で連結している。さ
らに電池ホルダ２同士は、保護抵抗５６を介在させている。保護抵抗５６は、電池ホルダ
２間で、互いの同電位の並列電池ブロック同士の間に直列に接続される。これによって、
短絡などにより電池セルに過大な電流が流入する事態を回避できる。具体的には、多数の
電池セルを並列接続した構成においては、いずれか一の電池セルが短絡すると、抵抗の低
いこの電池セルに電流が集中し、他の電池セルからの電流が流れ込むこととなる。また電
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池セル同士が並列接続されていると、並列数が多いほど内部抵抗の合成抵抗も低くなる。
このため、一の電池セルに大電流が流れ込んで発熱する可能性があった。そこで、並列接
続される並列電池ブロック同士の間に、保護抵抗５６を設ける。
【００３９】
　保護抵抗５６は、連結基板５５に実装される。この例では、各並列電池ブロック毎に、
すなわち直列接続された電池モジュール毎に保護抵抗５６を設けている。これによって、
短絡時などに一部の電池セルに大電流が集中した際に電流値を抑制して発熱を低減できる
。ただ保護抵抗５６は、すべての並列電池ブロックに設ける必要は無く、所定の間隔でも
受けることもできる。この例では図６の回路図に示すように、隣接する並列電池ブロック
に一つ置きに、すなわち電池モジュールが２本直列接続される毎に設けている。
【００４０】
　保護抵抗５６の抵抗値は、好ましくは、電池セルの内部抵抗と同程度の値、例えば２０
ｍｍΩ～３０ｍｍΩに設定できる。このように設定すれば、通常の電池セルと同程度の抵
抗値として発熱量も、一般の充放電時に想定される発熱量と同様の対策で対応できる。す
なわち、複数の電池セルを並列接続することで、内部抵抗同士の合成抵抗が低下するため
、より大きな電流が流れやすくなることで発熱量が大きくなる。このため、並列接続され
た電池セル群に対して、直列に、すなわち、並列接続された電池セル群を構成する分割さ
れた電池ホルダ同士の間に、保護抵抗５６を設けることで、合成抵抗値を最低でも電池セ
ル１個の内部抵抗以上確保できる。この結果、電池セルに高い充放電電流が流れることで
発熱した際の熱対策と同様に捉えて熱対策を行うことができ、特別な放熱構造の追加を検
討する事態を回避できる。
【００４１】
　以上説明した図７、図８の例では、電池ホルダを分割した第一電池ホルダ２Ａ及び第二
電池ホルダ２Ｂとを重ねて配置する構成を説明したが、この例に限られず、例えば図９に
示すように、第一電池ホルダ２Ａと第二電池ホルダ２Ｂとを離間させて配置してもよいこ
とはいうまでもない。このような配置によって、電池ホルダ同士の間に空間を設け、各電
池ホルダの発熱をこの空間に排熱して放熱性を高めると共に、一方の電池ホルダの発熱が
、容易に他の電池ホルダに伝熱する事態を回避して安全性を向上できる。
【００４２】
　連結基板５５と第一電池ホルダ２Ａ及び第二電池ホルダ２Ｂとの連結は、ねじ止めにて
行われる。この際、図４及び図１０に示すように、電池ホルダ２Ａを第一サブホルダ２ａ
と第二サブホルダ２ｂに分割した接合面に嵌合溝６２を設けると共に、この嵌合溝６２に
フランジナット６０を挟み込んで固定している。フランジナット６０はフランジによって
嵌合溝６２からの抜け落ちを回避できる。このようにすることで、高価なインサートナッ
ト構造等を採用することなく、第一サブホルダ２ａと第二サブホルダ２ｂとの接合面を利
用したナットの固定構造を安価に実現できる。またねじ締結の際に、電池ホルダ２のリー
ド板５から延長された延長タブ５ｂと連結基板５５とを併せて圧接している。これによっ
て、連結基板５５を電池ホルダ２に機械的に接続すると共に電気接続も実現できる。
【産業上の利用可能性】
【００４３】
　本発明に係る電池パックは、電動バイク、電動車椅子、電動三輪車、アシスト自転車、
電動カート等の駆動用バッテリパック等として好適に利用できる。
【符号の説明】
【００４４】
１００…電池パック
１…電池セル；１Ａ…端面電極
２…電池ホルダ；２Ａ…第一電池ホルダ；２Ｂ…第二電池ホルダ；２ａ…第一サブホルダ
；２ｂ…第二サブホルダ
４…外ケース
５…リード板
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５Ａ…第１リード板
５Ｂ…第２リード板
５ａ…接続片
５ｂ…延長タブ
６…回路基板；６ａ…スリット
３２…突出阻止部（凸条）
３４…電池収納空間
５５…連結基板
５６…保護抵抗
６０…フランジナット
６２…嵌合溝

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】

【図８】

【図９】

【図１０】
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